日吉津村企業内感染症防止対策事業費補助金交付要綱

令和２年要綱第１２号

（趣旨）
第１条 この要綱は、日吉津村企業内感染症防止対策事業費補助金（以下「本補助金」という。）の交付について、日吉津村補助金等交付規則（昭和42年日吉津村規則第18号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。
（定義）
第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるとおりとする。
（１）「新型コロナウイルス感染症」とは、新型コロナウイルス感染症を指定感染症として定める等の政令（令和２年政令第11 号）第１条に規定する指定感染症をいう。
（２）「村内中小企業」とは、本村内に主たる事業所を有する中小企業者（中小企業等経営強化法（平成11年法律第18号、以下「強化法」という。）第２条第１項に規定する中小企業者をいう。以下同じ。）に該当する個人事業主又は会社、同条第６項に定めるもの又は任意グループ（組織化された団体として活動しているもの又は組織化を図ろうとして連携の途上にあり組織を運営するための具体的な活動を始めているものであって、かつ、強化法第２条第１項に定める中小企業者又は同条第６項に定める組合等の複数で構成され、構成員の利益となる事業を行うものをいう。以下同じ。）をいう。ただし、風俗営業等の規制及び業務の適正化に関する法律（昭和23年法津第122号）第２条に規定する風俗営業、性風俗関連特殊営業又は接客業務受託営業を営む者は除く。
（交付目的）
第３条 本補助金は、中小企業者等が新型コロナウイルス感染症の感染予防や感染拡大防止を行うために要する経費を支援し、もって中小企業者等の感染症対策及び安定した事業継続を図ることを目的として交付する。
（補助金の交付）
第４条 村は、前条の目的の達成に資するため、別表の第１欄に掲げる事業（以下「補助事業」という。）を行う同表の第２欄に掲げる者（以下「補助対象者」という。）に対し、同表の第３欄に掲げる期間に実施した事業を対象として、予算の範囲内で本補助金を交付する。
２ 本補助金の額は、補助事業に要する別表の第４欄に掲げる経費（県の企業内感染症防止対策補助金を受けている場合は、その対象経費を除く。以下「補助対象経費」という。）の額（仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法（昭和63 年法律第108 号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と、当該金額に地方税法（昭和25 年法律第226 号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額の合計額をいう。以下同じ。）を除く。）に、同表の第５欄に定める率（以下「補助率」という。）を乗じて得た額（同表の第６欄に定める額を限度とする。）以下とする。
（交付申請の時期等）
第５条 本補助金の交付を受けようとする者は、様式第１号に別に定める書類を添付して、村長に申請しなければならない。
２ 本補助金の交付を受けようとする者は、交付申請に当たり、仕入控除税額が明らかでないときは、前条第２項の規定にかかわらず、仕入控除税額を含む補助対象経費の額に補助率を乗じて得た額（以下「仕入控除税額を含む額」という。）の範囲内で交付申請をすることができる。
（交付決定の時期等）
第６条 本補助金の交付決定は、原則として、交付申請を受けた日から30 日以内に行うものとする。
２ 本補助金の交付決定通知は､様式第３号によるものとする｡
３ 村長は、前条第２項の規定による申請を受けたときは、第４条第２項の規定にかかわらず、仕入控除税額を含む額の範囲内で交付決定をすることができる。この場合においては、仕入控除税額が明らかになった後、速やかに、交付決定に係る本補助金の額（変更された場合は、変更後の額とする。以下「交付決定額」という。）から当該仕入控除税額に対応する額を減額するものとする。
（承認を要しない変更）
第７条 規則第11条但書による、村長の承認を要しない変更は、次に掲げるもの以外とする。
（１）本補助金の増額を伴う変更
（２）交付目的の達成に支障が生じるおそれのある事業計画の大幅な変更
（３）本補助金の中止及び廃止
２ 前条第１項の規定は、規則第11条第１項に規定する変更等の承認について準用する。
３ 規則第11 条第1項の申請書に添付すべき書類は、様式第２号とする。
（実績報告の時期等）
第８条 規則第18条の規定による報告（以下「実績報告」という。）は、村長が別に定める日までに行わなければならない。
２ 規則第18条の報告書に添付すべき同条第２項第１号及び第２号に掲げる書類は、それぞれ様式第２号及び様式第４号及び様式第５号によるものとする。
３ 本補助金の交付を受ける者（以下「補助事業者」という。）は、実績報告に当たり、その時点で明らかになっている仕入控除税額（以下「実績報告控除税額」という。）が交付決定額に係る仕入控除税額（以下「交付決定控除税額」という。）を超える場合は、補助対象経費の額からその超える額を控除して報告しなければならない。
４ 補助事業者は、実績報告の後に、申告により仕入控除税額が確定した場合において、その額が実績報告控除税額（交付決定控除税額が実績報告控除税額を超えるときは、当該交付決定控除税額）を超えるときは、様式第６号により速やかに村長に報告し、村長の返還命令を受けて、その超える額に対応する額を村に返還しなければならない。
（補助金の支払い）
第９条 村長は、規則第19条第１項の通知の後、速やかに補助事業者に対して補助金を支払うものとする。
（概算払）
第10 条 補助事業者は、概算払による本補助金の支払いを希望する場合、１回に限り交付決定額の２分の１の額（千円未満は切り捨て）を限度に概算払請求できるものとし、様式第７号を提出するものとする。
２ 村長は、概算払による本補助金の支払いを行うときは、様式第８号によりあらかじめ通知するものとする。
３ 補助事業者は、概算払を受けようとするときは、本補助金にかかる専用口座を設けるものとし、補助事業期間中は当該口座を概算払の受け入れ、補助対象経費の支払い及び補助事業実施のための自己資金の預け入れ以外の用途に用いてはならないものとする。
４ 村長は、第１項の規定による概算払を受けた補助事業者について、補助対象経費が適正に支出されていると認められ、概算払額と実績額との間に過不足がある場合は、補助金の過払額の返還の請求又は不足額の支払いを行うものとする。
（雑則）
第11 条 規則及びこの要綱に定めるもののほか、本補助金の交付について必要な事項は、村長が別に定める。
附 則
この要綱は、公布の日から施行し、令和２年４月１日以降に実施した事業に適用する。


別表（第4条関係）

	１　補助事業の名称
	企業内感染症防止対策事業

	２　補助対象者
	村内中小企業者等

	３　補助対象期間
	交付決定日から令和３年３月31日まで

	４　補助対象経費
	事業所内で簡易的かつ緊急的な感染予防または拡大防止に要する経費で、別記１に掲げる経費。

	５　補助率
	３／４

	６　限度額
	５万円



別記１
	補助事業
	区分
	内容

	企業内感染症防止対策事業
	物品購入費
	仕切用のアクリル板、シート、フィルム、その他衛生用品以外の物品を購入する経費

	
	衛生用品購入費
	衛生用品（マスク、消毒液、ウェットティッシュ、除菌スプレー、ガーゼ、手洗い用洗剤、ゴム手袋）を購入する経費

	
	設置費
	仕切板等を設置するために必要な経費

	
	その他、真に必要な経費





様式第１号(第５条関係)

令和　　年　　月　　日

日吉津村長　　　　　　　様

住　　　所　　　　　　　　　　　　　　　
名　　　称　　　　　　　　　　　　　　　
　代表者職　　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　印


日吉津村企業内感染症防止対策事業費補助金交付申請書

日吉津村企業内感染症防止対策事業費補助金の交付を受けたいので、日吉津村補助金等交付規則第５条の規定により、下記のとおり申請します。

記

	補助事業等の名称
	日吉津村企業内感染症防止対事業

	補助対象経費の額
	　　　　　　　　　　　　　円

	交付申請額
	　　　　　　　　　　　　　円

	添付書類
	　１　事業実施計画書
　２　収支予算書
　３　定款（※１）
４　決算書（直近）（※２）
５　鳥取県企業内感染症防止対策補助金様式第２号
　　（※３）


　　　※１　会社パンフレット等事業が分かる資料でも可
　　　※２　個人事業主は確定申告書の控えでも可
　　　※３　同補助金を申請した場合に添付


様式第２号（第５条関係、第７条関係、第８条関係）

日吉津村企業内感染症防止対策事業費補助金収支予算（決算）書

１　収入の部
（単位：円）
	科目
	金　　　額

	自己資金
	

	借 入 金
	

	補 助 金
	

	そ の 他
	

	補助事業総額
	



２　支出の部
（単位：円）
	区分
	経費内訳
	補助事業に要する経費
	補助対象
経費
	負担区分

	
	
	
	
	補助金負担
	自己負担

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	小計
（※補助率３／４）
補助金負担は千円未満切り捨て
	(       )
	(       )
	(       )
	(       )


（注）
１　括弧内には交付決定時の金額を記載すること。
２　必要に応じて行を増やして使用すること


様式第３号（第５条関係）

第　　　　　号
年　　月　　日　

　　　　　　　　様

日吉津村長　　　　

日吉津村企業内感染症防止対策事業費補助金交付決定通知書

年　　月　　日付第　　号の申請書（以下「申請書」という。）で申請のあった日吉津村企業内感染症防止対策事業費補助金（以下「本補助金」という。）については、日吉津村補助金等交付規則（昭和42年日吉津村規則第18号。以下「規則」という。）第６条第１項の規定に基づき、下記のとおり交付することに決定したので、規則第８条第１項の規定により通知します。

記

１　補助事業の内容
　　本補助金に係る補助事業の内容は、申請書に記載のとおりとする。

２　交付決定額等
　　本補助金の算定基準額及び交付決定額は、次のとおりとする。
　　（１）算定基準額　金　　　　　円
　　（２）交付決定額　金　　　　　円

３　交付額の確定
　　本補助金の額の確定は、交付決定額のとおりとする。

４　補助規程の遵守
[bookmark: _Hlk42108140]　　本補助金の使用に当っては、規則のほか、日吉津村企業内感染症防止対策事業費補助金交付要綱（令和2年要綱第　号）の規定に従わなければならない。
様式第４号(第８条関係)

令和　年　　月　　日

日吉津村長　　　　　　様

住　　　所　　　　　　　　　　　　　
名　　　称　　　　　　　　　　　　　
代表者職　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　印

日吉津村企業内感染症防止対策事業費補助金実績報告書

　令和　年　月　日付第　号による交付決定に係る事業の実績について、日吉津村補助金等交付規則第１８条第１項の規定により、下記のとおり報告します。

記

	補助金等の名称
	日吉津村企業内感染症防止対策事業

	交付決定
	算定基準額
	補助金額

	
	　　　　　　　　　　円
	　　　　　　　　　　円

	実績
	　　　　　　　　　　円
	　　　　　　　　　　円

	差引
	　　　　　　　　　　円
	　　　　　　　　　　円

	添付書類
	１　事業実施報告書
２　収支決算書







様式第５号（第８条関係）

日吉津村企業内感染症防止対策事業実施報告書

１　企業の概要等
	企業の概要
	名称
	

	
	代表者職・氏名
	

	
	所在地等
	〒

	
	業種
	
	資本金
	

	
	従業員数
	

	連絡先
	部課係名
	

	
	職・担当者名
	

	
	電話番号
	
	FAX
	

	
	メールアドレス
	



２　事業計画
	事業計画の期間
	令和　　年　　月　　日～令和　　年　　月　　日

	事業実施内容・成果
	事業計画に記載した内容に沿って、取組内容とその成果を具体的に記載してください。






様式第６号（第８条関係）

令和　　年　　月　　日

日吉津村長　　　　　　様

住　　　所　　　　　　　　　　　
名　　　称　　　　　　　　　　　
代表者職　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　印


日吉津村企業内感染症防止対策事業費補助金仕入控除税額確定報告書

　日吉津村企業内感染症防止対策事業費補助金企業内感染症防止対策補助金交付要綱第８条第４項の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記

１　補助金の確定額及び補助対象経費の額
（１）補助金の確定額　　　　　　　　金　　　　　　　円（Ａ）
（２）補助対象経費の額　　　　　　　金　　　　　　　円（Ｂ）

２　実績報告控除税額（交付決定控除税額が実績報告控除税額を超えるときは、交付決定控除税額）
金　　　　　　　　円（Ｃ）

３　消費税及び地方消費税の申告により確定した仕入控除税額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　円（Ｄ）

４　補助金返還相当額（Ｄ－Ｃ＞０の場合）
　　（Ｄ－Ｃ）×Ａ／Ｂ　　　　　　　金　　　　　　　円

　（注）別紙として積算の内訳を添付すること。



様式第７号(第10条関係)

令和　　年　　月　　日

　日吉津村長　　　　　様

住　　　所　　　　　　　　　　
名　　　称　　　　　　　　　　
代表者職　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　印

日吉津村企業内感染症防止対策事業費補助金概算払請求書

令和　年　　月　　日付けで申請した日吉津村企業内感染症防止対策事業費補助金について、日吉津村企業内感染症防止対策事業費補助金交付要綱第１０条の規定に基づき、下記のとおり請求します。

記
	補助金額
	　　　　　　　　　　　　　　円

	概算払希望額
	　　　　　　　　　　　　　　円

	支払希望時期
	令和　　　年　　　月　　　日頃

	概算払を希望する理由
	

	口座情報
	銀 行 名：
支 店 名：
種　  別：　普通　　・　　当座
口座情報：（店番）　　　―（口座番号）
口座名義(フリガナ)：

※請求者と口座名義人が異なる場合には、以下にもご記入ください。
請求者と口座名義人が異なっていますが、以下の者に受領を委任します。
受任者（口座名義人）

	添付書類
	専用口座の預金通帳の写し


様式第８号（第10条関係）

第　　　　　　　　　号
令和　　年 　　月　 日

　　 様

日吉津村長　　　　　　



日吉津村企業内感染症防止対策事業費補助金概算払通知

令和　年　月　日付第 　　　　　　　号で交付決定通知（及び 年 月 日付 第 号で変更承認通知）をした本補助金について、下記のとおり概算払をしますので、日吉津村補助金等交付規則（昭和42年日吉津村規則第18号）第22条の規定により通知します。


記

１　交付決定額　　　　　　　　　　　　　円

２　概算払額　　　　　　　　　　　　　　円

３　残　　　額　　　　　　　　　　　　　円


